
Ⅱ� 健康・福祉分野�
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政策 �� 健康�
政策 �� 医療�
政策 �� 衛生�
政策 �� 地域福祉・低所得者支援�
政策 �� 高齢者支援�
政策 �� 障害者支援�
�
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政策２　健康

施策3

【施策の体系】

施策1

働く世代への総合的な健康づくり支援

健康づくり
区民の健康づくりを支援し、健康寿命を延ばします

<新>

<新> 高齢者の保健事業

[計画事業]

S3�

健康
生涯にわたり健康に暮らせるようにします政策２

[計画事業]

精神保健福祉包括ケアの推進 S3�

施策2

生活習慣病の予防
区民自らが健康管理し、生活習慣病を予防できるようにします

S3�

かつしか糖尿病アクションプランの推進 S��

がん対策の総合的な推進 S�1

S3�

[計画事業]

自殺対策事業

心の健康
心の健康づくりと、精神疾患・障害への支援を充実させます

施策�
 

施策１ � 健康づくり�
区民の健康づくりを支援し、健康寿命を延ばします�

�

【施策の方向性】�

 健康意識の啓発� 区民一人一人の健康意識を高めるための啓発を行い、それぞれの
年代やライフスタイルに合わせて、主体的に健康づくりに取り組めるよう支援しま
す。特に、若いうちから健康づくりに取り組めるよう、各種健康診査の結果を受け
た健康づくり支援事業やスポーツ事業などを案内するとともに、各種事業への参加
方法の簡素化を進めながら、健康的な生活習慣の定着を図り、健康増進につなげま
す。�

 職域保健との連携� 区内事業所を対象とした健康づくり支援事業を実施し、職域保
健と連携して働く世代の健康づくりを支援します。�

 高齢者のフレイル対策� 高齢者のフレイル注１）対策として、必要な栄養を摂取でき
る健康的な食生活の普及啓発、口腔機能の維持向上、運動習慣、社会参加について、
関係機関と連携して進めていきます。�

 食育の推進� 食事摂取調査等から区民の食生活の実態を把握し、性別や年齢等を考
慮した栄養講習会や食生活の改善に向けた啓発活動等を推進します。また、かつし
かの元気食堂注２）における区民の食生活の実態に合わせた健康メニューの開発・提
供を進めていきます。�

�

�

【評価指標と目標値】�

指標� 指標の説明又は出典�
現状値�

�令和元年度��
令和�
５年度�

令和�
８年度�

令和�
�� 年度�

健康づくりに取り組んで

いる区民の割合（％）�

政策・施策マーケティン

グ調査�
����� ����� ����� �����

�� 歳健康寿命（歳）�

東京都福祉保健局「都

内各区市町村の �� 歳

健康寿命」・要支援１以

上の認定を受けるまで

の平均自立期間で算

出�

男：������

女：������

男：������

女：������

男：������

女：������

男：������

女：������

 
注１）加齢によって心身の活力（筋力、認知機能、社会とのつながりなど）が低下した状態�
注２）栄養バランスの良いメニューや野菜たっぷりのメニューを選べたり、塩分を控える注文ができるな
ど、健康的な食のサービスを提供する、区が認定した飲食店。令和元年度末における認定店数は 124 店 
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政策２　健康

施策3

【施策の体系】

施策1

働く世代への総合的な健康づくり支援

健康づくり
区民の健康づくりを支援し、健康寿命を延ばします

<新>

<新> 高齢者の保健事業

[計画事業]

S3�

健康
生涯にわたり健康に暮らせるようにします政策２

[計画事業]

精神保健福祉包括ケアの推進 S3�

施策2

生活習慣病の予防
区民自らが健康管理し、生活習慣病を予防できるようにします

S3�

かつしか糖尿病アクションプランの推進 S��

がん対策の総合的な推進 S�1

S3�

[計画事業]

自殺対策事業

心の健康
心の健康づくりと、精神疾患・障害への支援を充実させます

施策�
 

施策１ � 健康づくり�
区民の健康づくりを支援し、健康寿命を延ばします�

�

【施策の方向性】�

 健康意識の啓発� 区民一人一人の健康意識を高めるための啓発を行い、それぞれの
年代やライフスタイルに合わせて、主体的に健康づくりに取り組めるよう支援しま
す。特に、若いうちから健康づくりに取り組めるよう、各種健康診査の結果を受け
た健康づくり支援事業やスポーツ事業などを案内するとともに、各種事業への参加
方法の簡素化を進めながら、健康的な生活習慣の定着を図り、健康増進につなげま
す。�

 職域保健との連携� 区内事業所を対象とした健康づくり支援事業を実施し、職域保
健と連携して働く世代の健康づくりを支援します。�

 高齢者のフレイル対策� 高齢者のフレイル注１）対策として、必要な栄養を摂取でき
る健康的な食生活の普及啓発、口腔機能の維持向上、運動習慣、社会参加について、
関係機関と連携して進めていきます。�

 食育の推進� 食事摂取調査等から区民の食生活の実態を把握し、性別や年齢等を考
慮した栄養講習会や食生活の改善に向けた啓発活動等を推進します。また、かつし
かの元気食堂注２）における区民の食生活の実態に合わせた健康メニューの開発・提
供を進めていきます。�

�

�

【評価指標と目標値】�

指標� 指標の説明又は出典�
現状値�

�令和元年度��
令和�
５年度�

令和�
８年度�

令和�
�� 年度�

健康づくりに取り組んで

いる区民の割合（％）�

政策・施策マーケティン

グ調査�
����� ����� ����� �����

�� 歳健康寿命（歳）�

東京都福祉保健局「都

内各区市町村の �� 歳

健康寿命」・要支援１以

上の認定を受けるまで

の平均自立期間で算

出�

男：������

女：������

男：������

女：������

男：������

女：������

男：������

女：������

 
注１）加齢によって心身の活力（筋力、認知機能、社会とのつながりなど）が低下した状態�
注２）栄養バランスの良いメニューや野菜たっぷりのメニューを選べたり、塩分を控える注文ができるな
ど、健康的な食のサービスを提供する、区が認定した飲食店。令和元年度末における認定店数は 124 店 
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計画事業�
 

事業費（百万円） � � �

②200人②150人②参加者数　500人 ②検討 ②50人 ②100人

働く世代への総合的な健康づくり支援

①５事業所

活動量合計
令和３～６年度

現状値
（元年度）

①参加企業数（事業
所）　50事業所

①検討

担当課
地域保健課
健康づくり課

①10事業所

事業の継続性 新規

　働く世代は、他の年代と比較して健康づくりに取り組んでいる人の割合が低いため、区内の事業者と連携し
て職域保健を支援するとともに、ＩＣＴ等を活用し、運動や栄養、メンタルなど総合的な保健サービスを実施して、
区内の事業所や働く方の健康づくりを支援します。

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

①15事業所 ①20事業所

�5�2 ���� ���� ����

10

成果指標

健康づくりに取り組んでい
る区民の割合

６年度

���2

現状値
(元年度) ３年度 ４年度 ５年度

政策・施策マーケティング
調査

指標の算出方法・説明又は出典

％

単位
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計画事業�
 

事業費（百万円） � � �

②200人②150人②参加者数　500人 ②検討 ②50人 ②100人

働く世代への総合的な健康づくり支援

①５事業所

活動量合計
令和３～６年度

現状値
（元年度）

①参加企業数（事業
所）　50事業所

①検討

担当課
地域保健課
健康づくり課

①10事業所

事業の継続性 新規

　働く世代は、他の年代と比較して健康づくりに取り組んでいる人の割合が低いため、区内の事業者と連携し
て職域保健を支援するとともに、ＩＣＴ等を活用し、運動や栄養、メンタルなど総合的な保健サービスを実施して、
区内の事業所や働く方の健康づくりを支援します。

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

①15事業所 ①20事業所

�5�2 ���� ���� ����

10

成果指標

健康づくりに取り組んでい
る区民の割合

６年度

���2

現状値
(元年度) ３年度 ４年度 ５年度

政策・施策マーケティング
調査

指標の算出方法・説明又は出典

％

単位
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施策�
 

施策２� 心の健康�
心の健康づくりと、精神疾患・障害への支援を充実させます�
�

【施策の方向性】�

 心の健康づくり� 区民が心の健康に関心を持ち、心の健康の保持・増進ができるよ
う普及啓発を行うとともに、保健センター等で医師や保健師による相談を行います。�

 地域支援体制の構築� 精神疾患や精神障害のある方を医療につなげ、治療を継続で
きるよう地域全体で支援する体制を構築します。また、精神科病院に入院している
方や在宅療養をしている方に対する多職種による個別支援を充実させるとともに、
退院後支援、在宅療養の継続や障害福祉サービスの利用など、地域生活を支えるた
めの支援を充実させます。�

 グループホーム等の整備� 地域での生活が困難な精神障害のある方に居住の場を提
供するとともに、日常生活に必要な援助等を行う通過型グループホームや、精神科
病院に入院中から生活力をアセスメントするための体験宿泊ができるグループホー
ムを整備するため、社会福祉法人等に対し整備費の一部を助成します。�

 自殺対策の推進� 「生きることの包括的な支援」として自殺対策を推進していける
よう、庁内の相談窓口が連絡を取り合い、自殺のリスクのある人を適切な相談窓口
につなぐための具体的な仕組みをつくり、相談体制の強化を図ります。また、自殺
未遂者に対し、医療機関、警察、消防、交通機関、地域等と連携した支援体制を構
築するとともに、自死遺族の支援を充実させます。�

�

�

【評価指標と目標値】�

指標� 指標の説明又は出典�
現状値�

�令和元年度��
令和�
５年度�

令和�
８年度�

令和�
�� 年度�

精神障害に係る長期入

院患者数（人）�
保健予防課� ���� ���� ���� ����

自殺死亡率（人口 �� 万

対）�

厚生労働省「自殺の統

計」�
����� ����� ����� �����

精神障害に係る長期入院
患者数
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施策�
 

施策２� 心の健康�
心の健康づくりと、精神疾患・障害への支援を充実させます�
�

【施策の方向性】�

 心の健康づくり� 区民が心の健康に関心を持ち、心の健康の保持・増進ができるよ
う普及啓発を行うとともに、保健センター等で医師や保健師による相談を行います。�

 地域支援体制の構築� 精神疾患や精神障害のある方を医療につなげ、治療を継続で
きるよう地域全体で支援する体制を構築します。また、精神科病院に入院している
方や在宅療養をしている方に対する多職種による個別支援を充実させるとともに、
退院後支援、在宅療養の継続や障害福祉サービスの利用など、地域生活を支えるた
めの支援を充実させます。�

 グループホーム等の整備� 地域での生活が困難な精神障害のある方に居住の場を提
供するとともに、日常生活に必要な援助等を行う通過型グループホームや、精神科
病院に入院中から生活力をアセスメントするための体験宿泊ができるグループホー
ムを整備するため、社会福祉法人等に対し整備費の一部を助成します。�

 自殺対策の推進� 「生きることの包括的な支援」として自殺対策を推進していける
よう、庁内の相談窓口が連絡を取り合い、自殺のリスクのある人を適切な相談窓口
につなぐための具体的な仕組みをつくり、相談体制の強化を図ります。また、自殺
未遂者に対し、医療機関、警察、消防、交通機関、地域等と連携した支援体制を構
築するとともに、自死遺族の支援を充実させます。�

�

�

【評価指標と目標値】�

指標� 指標の説明又は出典�
現状値�

�令和元年度��
令和�
５年度�

令和�
８年度�

令和�
�� 年度�

精神障害に係る長期入

院患者数（人）�
保健予防課� ���� ���� ���� ����

自殺死亡率（人口 �� 万

対）�

厚生労働省「自殺の統

計」�
����� ����� ����� �����

精神障害に係る長期入院
患者数
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厚生労働省
 「自殺の統計」

施策�
 

施策３� 生活習慣病の予防�
区民自らが健康管理し、生活習慣病を予防できるようにします�
�

【施策の方向性】�

 若年者の健康づくり� 20～30歳代の若年者が受診しやすい健診体制を整備し、
健診受診を契機として自らの健康づくりに取り組めるよう支援するとともに、代
表的な生活習慣病である糖尿病について、発症や合併症の進行を予防するための
総合的な対策に取り組みます。�

 がん対策の総合的な推進� がんによる早すぎる死を減少させるため、がん検診を
受けやすい体制を整備し、受診促進を図ります。また、がん検診の精度を向上さ
せるため、科学的根拠に基づいたがん検診を実施するとともに、がん検診精度管
理委員会において、検診を実施する中で確認された課題について議論し、解決を
図ります。さらに、がんに関する正しい知識啓発や相談体制の充実など、がん対
策を総合的に推進します。�

 喫煙対策� たばこの健康への影響について正しい知識の普及を図るとともに、望
まない受動喫煙を防止し、非喫煙者と喫煙者が共に住みよい環境づくりを進めま
す。たばこをやめたい喫煙者に対しては、禁煙治療費の助成を行うなど、喫煙者
の立場に寄り添った支援を実施します。�

 歯と口の健康づくり� 区民が、かかりつけ歯科医注）を持ち、定期的に受診する
ことの意義について理解し、歯と口の健康を守る習慣を定着させるための対策を
推進します。�

�

【評価指標と目標値】�

指標� 指標の説明又は出典�
現状値�

�令和元年度��
令和�
５年度�

令和�
８年度�

令和�
�� 年度�

健康診断や人間ドックな

どを年に１回は受診して

いる区民の割合（％）�

政策・施策マーケティン

グ調査�
����� ����� ����� �����

たばこを習慣的に吸って

いる区民の割合（％）�
葛飾区特定健康診査� ����� ����� ����� �����

 
注）安全・安心な歯科医療の提供のみならず医療・介護に係る幅広い知識と見識を備え、地域住民の生
涯にわたる口腔機能の維持・向上を目指し、地域医療の一翼を担う者としてその責任を果たすことがで
きる歯科医師�
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厚生労働省
 「自殺の統計」

施策�
 

施策３� 生活習慣病の予防�
区民自らが健康管理し、生活習慣病を予防できるようにします�
�

【施策の方向性】�

 若年者の健康づくり� 20～30歳代の若年者が受診しやすい健診体制を整備し、
健診受診を契機として自らの健康づくりに取り組めるよう支援するとともに、代
表的な生活習慣病である糖尿病について、発症や合併症の進行を予防するための
総合的な対策に取り組みます。�

 がん対策の総合的な推進� がんによる早すぎる死を減少させるため、がん検診を
受けやすい体制を整備し、受診促進を図ります。また、がん検診の精度を向上さ
せるため、科学的根拠に基づいたがん検診を実施するとともに、がん検診精度管
理委員会において、検診を実施する中で確認された課題について議論し、解決を
図ります。さらに、がんに関する正しい知識啓発や相談体制の充実など、がん対
策を総合的に推進します。�

 喫煙対策� たばこの健康への影響について正しい知識の普及を図るとともに、望
まない受動喫煙を防止し、非喫煙者と喫煙者が共に住みよい環境づくりを進めま
す。たばこをやめたい喫煙者に対しては、禁煙治療費の助成を行うなど、喫煙者
の立場に寄り添った支援を実施します。�

  歯と口の健康づくり� 区民が、かかりつけ歯科医注）を持ち、定期的に受診する
ことの意義について理解し、歯と口の健康を守る習慣を定着させるための対策を
推進します。�

�

【評価指標と目標値】�

指標� 指標の説明又は出典�
現状値�

�令和元年度��
令和�
５年度�

令和�
８年度�

令和�
�� 年度�

健康診断や人間ドックな

どを年に１回は受診して

いる区民の割合（％）�

政策・施策マーケティン

グ調査�
����� ����� ����� �����

たばこを習慣的に吸って

いる区民の割合（％）�
葛飾区特定健康診査� ����� ����� ����� �����

 
注）安全・安心な歯科医療の提供のみならず医療・介護に係る幅広い知識と見識を備え、地域住民の生
涯にわたる口腔機能の維持・向上を目指し、地域医療の一翼を担う者としてその責任を果たすことがで
きる歯科医師�
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計画事業�
 

①糖尿病対策推進会
議

担当課 健康づくり課

③検討 ③実施

①運営

事業の継続性 継続

②２回

　糖尿病対策推進会議や予防推進医療者講習会を開催し、医療関係者の糖尿病診療の標準化や連携体制
の強化を図ります。
　また、糖尿病に関する正しい知識を普及啓発するとともに、若年層の受診を促進します。さらに、未受診や治
療中断を防止するとともに、食事実態調査を実施して食事内容を改善するためのサポート体制を構築します。

３年度 ４年度

②２回

５年度 ６年度

①運営①運営

④実施④食事実態調査 ④実施 ④実施 ④実施 ④実施

かつしか糖尿病アクションプランの推進

①運営

③糖尿病治療放置
者・治療中断者受診
勧奨

③検討 ③検討 ③検討

②予防推進医療者講
習会　８回

②２回 ②２回 ②２回

活動量合計
令和３～６年度

現状値
（元年度）

①運営

事業費（百万円）

�.�� �.��

５年度 ６年度

�� � �

�.7�

４年度

－ �.7�
国保加入者のうち血糖コ
ントロールが不良な区民
の割合

単位

%

現状値
(元年度) ３年度成果指標 指標の算出方法・説明又は出典

特定健康診査の結果、
HbA1c（NGSP値）が
7.0%以上の区民の割合  
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計画事業�
 

①糖尿病対策推進会
議

担当課 健康づくり課

③検討 ③実施

①運営

事業の継続性 継続

②２回

　糖尿病対策推進会議や予防推進医療者講習会を開催し、医療関係者の糖尿病診療の標準化や連携体制
の強化を図ります。
　また、糖尿病に関する正しい知識を普及啓発するとともに、若年層の受診を促進します。さらに、未受診や治
療中断を防止するとともに、食事実態調査を実施して食事内容を改善するためのサポート体制を構築します。

３年度 ４年度

②２回

５年度 ６年度

①運営①運営

④実施④食事実態調査 ④実施 ④実施 ④実施 ④実施

かつしか糖尿病アクションプランの推進

①運営

③糖尿病治療放置
者・治療中断者受診
勧奨

③検討 ③検討 ③検討

②予防推進医療者講
習会　８回

②２回 ②２回 ②２回

活動量合計
令和３～６年度

現状値
（元年度）

①運営

事業費（百万円）

�.�� �.��

５年度 ６年度

�� � �

�.7�

４年度

－ �.7�
国保加入者のうち血糖コ
ントロールが不良な区民
の割合

単位

%

現状値
(元年度) ３年度成果指標 指標の算出方法・説明又は出典

特定健康診査の結果、
HbA1c（NGSP値）が
7.0%以上の区民の割合  
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政策３　医療

医療
必要な時に必要な医療を受けられるようにします政策３

【施策の体系】

施策1 医療サービスの確保
地域の医療環境を充実させ、質の高い医療サービスを確保します

施策2
在宅医療の推進
医療と介護の連携を深め、住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよ
うにします

施策�
 

施策１ � 医療サービスの確保�
地域の医療環境を充実させ、質の高い医療サービスを確保します�
�

【施策の方向性】�

 質の高い医療体制の確保� 今後も関係機関との連携を強化し、質の高い医療を地域
で安定的に受けられる体制を確保します。また、医療の質を向上するため、区内の
医療機関に対し、法令改正等に関する周知徹底を図ります。さらに、医療関係施設
の衛生的な環境を確保するため、立入検査を実施します。�

 コミュニケーションの促進� 患者相談窓口の受付時間や受付方法の拡充により、患
者等と医療機関とのコミュニケーションを促進し、相互理解をより一層推進する体
制を強化します。�

 医薬品の適正使用の促進� 医薬品の事故防止や適正使用を促進するため、薬局等の
店舗やインターネット上での医薬品販売に対する監視体制を強化します。�

 かかりつけ薬剤師制度等の普及促進� かかりつけ薬剤師注）制度や健康サポート薬局
の普及・利用促進を図り、医師と共に地域の薬剤師が医療や健康に関する相談役と
して区民の健康へ貢献できるよう支援します。�

�

【評価指標と目標値】�

指標� 指標の説明又は出典�
現状値�

�令和元年度��
令和�
５年度�

令和�
８年度�

令和�
�� 年度�

かかりつけ医を持ってい

る区民の割合（％）�

政策・施策マーケティン

グ調査�
����� ����� ����� �����

必要な時に、必要とする

医療を受けている区民の

割合（％）�

政策・施策マーケティン

グ調査�
����� ����� ����� �����

 
注）薬による治療のこと、健康や介護に関することなどに豊富な知識と経験を持ち、患者さんや生活者の
ニーズに沿った相談に応じることができる薬剤師�

政
策
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策
３　
医　
　
　
　
療

42



政策３　医療

医療
必要な時に必要な医療を受けられるようにします政策３

【施策の体系】

施策1 医療サービスの確保
地域の医療環境を充実させ、質の高い医療サービスを確保します

施策2
在宅医療の推進
医療と介護の連携を深め、住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよ
うにします

施策�
 

施策１ � 医療サービスの確保�
地域の医療環境を充実させ、質の高い医療サービスを確保します�
�

【施策の方向性】�

 質の高い医療体制の確保� 今後も関係機関との連携を強化し、質の高い医療を地域
で安定的に受けられる体制を確保します。また、医療の質を向上するため、区内の
医療機関に対し、法令改正等に関する周知徹底を図ります。さらに、医療関係施設
の衛生的な環境を確保するため、立入検査を実施します。�

 コミュニケーションの促進� 患者相談窓口の受付時間や受付方法の拡充により、患
者等と医療機関とのコミュニケーションを促進し、相互理解をより一層推進する体
制を強化します。�

 医薬品の適正使用の促進� 医薬品の事故防止や適正使用を促進するため、薬局等の
店舗やインターネット上での医薬品販売に対する監視体制を強化します。�

 かかりつけ薬剤師制度等の普及促進� かかりつけ薬剤師注）制度や健康サポート薬局
の普及・利用促進を図り、医師と共に地域の薬剤師が医療や健康に関する相談役と
して区民の健康へ貢献できるよう支援します。�

�

【評価指標と目標値】�

指標� 指標の説明又は出典�
現状値�

�令和元年度��
令和�
５年度�

令和�
８年度�

令和�
�� 年度�

かかりつけ医を持ってい

る区民の割合（％）�

政策・施策マーケティン

グ調査�
����� ����� ����� �����

必要な時に、必要とする

医療を受けている区民の

割合（％）�

政策・施策マーケティン

グ調査�
����� ����� ����� �����

 
注）薬による治療のこと、健康や介護に関することなどに豊富な知識と経験を持ち、患者さんや生活者の
ニーズに沿った相談に応じることができる薬剤師�

政
策
２　
健　
　
　
　
康

政
策
３　
医　
　
　
　
療

43



施策�
 

施策２� 在宅医療の推進�
医療と介護の連携を深め、住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう
にします �

�

【施策の方向性】�

 在宅医療の周知� 区民が住み慣れた地域で暮らし続けられるようにするため、在宅
療養ガイドブックを配布するとともに、区内の地区毎に在宅療養に携わる専門職を
招いてセミナーを開催することで、在宅療養の仕組みや利用方法について周知しま
す。�

 情報共有の充実� 地域の中で、区民がより質の高い医療を安定的に受けられるよう
にするため、医療、介護、福祉など、様々な分野の専門職や関係者が話し合える場
づくりを進めて情報共有の充実を図ることで、医療と介護の顔が見える環境整備を
進めます。�

�

【評価指標と目標値】�

指標� 指標の説明又は出典�
現状値�

�令和元年度��
令和�
５年度�

令和�
８年度�

令和�
�� 年度�

国保・後期高齢者医療被

保険者の病院・診療所に

よる在宅看取りの割合※

（％）� �

東京都国民健康保険

団体連合会�
������ ������ ������ ������

※国保・後期高齢者医療被保険者（�� 歳以上）の病院・診療所による在宅看取り件数÷人口動態統

計における区民死亡者数（��歳以上）×����

�

�
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施策�
 

施策２� 在宅医療の推進�
医療と介護の連携を深め、住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう
にします �

�

【施策の方向性】�

 在宅医療の周知� 区民が住み慣れた地域で暮らし続けられるようにするため、在宅
療養ガイドブックを配布するとともに、区内の地区毎に在宅療養に携わる専門職を
招いてセミナーを開催することで、在宅療養の仕組みや利用方法について周知しま
す。�

 情報共有の充実� 地域の中で、区民がより質の高い医療を安定的に受けられるよう
にするため、医療、介護、福祉など、様々な分野の専門職や関係者が話し合える場
づくりを進めて情報共有の充実を図ることで、医療と介護の顔が見える環境整備を
進めます。�

�

【評価指標と目標値】�

指標� 指標の説明又は出典�
現状値�

�令和元年度��
令和�
５年度�

令和�
８年度�

令和�
�� 年度�

国保・後期高齢者医療被

保険者の病院・診療所に

よる在宅看取りの割合※

（％）� �

東京都国民健康保険

団体連合会�
������ ������ ������ ������

※国保・後期高齢者医療被保険者（�� 歳以上）の病院・診療所による在宅看取り件数÷人口動態統

計における区民死亡者数（��歳以上）×����

�

�
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政策4　衛生

政策４

【施策の体系】

施策1 感染症対策
感染症の予防と感染拡大を防ぎます

感染症対策の強化

[計画事業]

施策2 食品衛生
食品の安全・安心に向けた衛生管理を推進します

施策3 環境衛生
衛生的で快適な環境を整えます

S4�

衛生
衛生的で快適な生活を送れるようにします

施策�
 

施策１ � 感染症対策�
感染症の予防と感染拡大を防ぎます�
�

【施策の方向性】�

 感染症対策の推進� 感染症の感染予防・まん延の防止を総合的に推進するために、
国内外で発生する感染症について、区民や医療機関をはじめ、保育園、学校、障害
者・介護施設等に対し、感染症発生状況をはじめ、予防や対処方法の情報提供をす
るなど、普及啓発活動を推進します。また、関係機関と連携して、高齢者や障害者、
区内に滞在する外国人など情報が届きにくい方への対応を図ることで感染症対策を
強化します。�

 新興感染症への対応� 新型インフルエンザ等の新興感染症の発生に備え、医療機関
等の連携体制を強化するとともに、新型インフルエンザ等の予防接種の実施、マス
クや消毒薬などの衛生用品の備蓄・管理体制の整備を推進します。また、「葛飾区新
型インフルエンザ等対策行動計画」の見直しを行い、区の体制強化を図ります。�

 結核への対応� 結核の早期発見・早期治療を図るため、医療機関と連携した体制を

整備します。�
�

�

【評価指標と目標値】�

指標� 指標の説明又は出典�
現状値�

�令和元年度��
令和�
５年度�

令和�
８年度�

令和�
�� 年度�

感染症予防のための行

動に取り組んでいる区民

の割合（％）�

政策・施策マーケティン

グ調査�
―� ＋�％※� ＋�％※� ＋��％※�

結核罹患率（人口 �� 万

対）�

新規登録患者数／人

口×��万・保健予防課�
����� ����� ����� �����

※令和２年度の値を基準とする�
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政策4　衛生

政策４

【施策の体系】

施策1 感染症対策
感染症の予防と感染拡大を防ぎます

感染症対策の強化

[計画事業]

施策2 食品衛生
食品の安全・安心に向けた衛生管理を推進します

施策3 環境衛生
衛生的で快適な環境を整えます

S4�

衛生
衛生的で快適な生活を送れるようにします

施策�
 

施策１ � 感染症対策�
感染症の予防と感染拡大を防ぎます�
�

【施策の方向性】�

 感染症対策の推進� 感染症の感染予防・まん延の防止を総合的に推進するために、
国内外で発生する感染症について、区民や医療機関をはじめ、保育園、学校、障害
者・介護施設等に対し、感染症発生状況をはじめ、予防や対処方法の情報提供をす
るなど、普及啓発活動を推進します。また、関係機関と連携して、高齢者や障害者、
区内に滞在する外国人など情報が届きにくい方への対応を図ることで感染症対策を
強化します。�

 新興感染症への対応� 新型インフルエンザ等の新興感染症の発生に備え、医療機関
等の連携体制を強化するとともに、新型インフルエンザ等の予防接種の実施、マス
クや消毒薬などの衛生用品の備蓄・管理体制の整備を推進します。また、「葛飾区新
型インフルエンザ等対策行動計画」の見直しを行い、区の体制強化を図ります。�

 結核への対応� 結核の早期発見・早期治療を図るため、医療機関と連携した体制を

整備します。�
�

�

【評価指標と目標値】�

指標� 指標の説明又は出典�
現状値�

�令和元年度��
令和�
５年度�

令和�
８年度�

令和�
�� 年度�

感染症予防のための行

動に取り組んでいる区民

の割合（％）�

政策・施策マーケティン

グ調査�
―� ＋�％※� ＋�％※� ＋��％※�

結核罹患率（人口 �� 万

対）�

新規登録患者数／人

口×��万・保健予防課�
����� ����� ����� �����

※令和２年度の値を基準とする�
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施策�
 

施策２� 食品衛生�
食品の安全・安心に向けた衛生管理を推進します�
�

【施策の方向性】�

 相談体制の充実� 食の安全に対する区民の意識の高まりに対応するため、食品への
疑問等について、区民が速やかに説明を受けられる相談方法等を充実させます。 

 HACCPの普及� 食品等事業者にとって、必須かつ有効な食品の衛生管理手法として、
HACCP（ハサップ）注）の着実な普及に向けて必要な支援・指導に取り組みます。
特に、中小零細や高齢等でHACCPの実施が困難な食品等事業者を対象に、HACCP
に対する理解促進と手法の導入に向けた支援を充実させます。 

 健康危機管理の促進� 食中毒等の健康被害を探知した際には、区民の健康を守るた
め、迅速適切に、食品検査、施設検査、検便検査、患者面談等を実施し、健康危機
管理を促進します。 

�

【評価指標と目標値】�

指標� 指標の説明又は出典�
現状値�

�令和元年度��
令和�
５年度�

令和�
８年度�

令和�
�� 年度�

食品等の収去検査適合

率（％）�

適合数／総検査数×

���・生活衛生課�
����� ����� ����� �����

 
注）「Hazard Analysis and Critical Control Point」の略であり、食品等事業者自らが食中毒菌汚染や異物
混入等の危害要因（ハザード）を把握した上で、原材料の入荷から製品の出荷に至る全工程の中で、それ
らの危害要因を除去又は低減させるために特に重要な工程を管理し、製品の安全性を確保しようする衛生
管理手法 

・

政
策
２　
健　
　
　
　
康

政
策
４　
衛　
　
　
　
生
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施策�
 

施策２� 食品衛生�
食品の安全・安心に向けた衛生管理を推進します�
�

【施策の方向性】�

 相談体制の充実� 食の安全に対する区民の意識の高まりに対応するため、食品への
疑問等について、区民が速やかに説明を受けられる相談方法等を充実させます。 

 HACCPの普及� 食品等事業者にとって、必須かつ有効な食品の衛生管理手法として、
HACCP（ハサップ）注）の着実な普及に向けて必要な支援・指導に取り組みます。
特に、中小零細や高齢等でHACCPの実施が困難な食品等事業者を対象に、HACCP
に対する理解促進と手法の導入に向けた支援を充実させます。 

 健康危機管理の促進� 食中毒等の健康被害を探知した際には、区民の健康を守るた
め、迅速適切に、食品検査、施設検査、検便検査、患者面談等を実施し、健康危機
管理を促進します。 

�

【評価指標と目標値】�

指標� 指標の説明又は出典�
現状値�

�令和元年度��
令和�
５年度�

令和�
８年度�

令和�
�� 年度�

食品等の収去検査適合

率（％）�

適合数／総検査数×

���・生活衛生課�
����� ����� ����� �����

 
注）「Hazard Analysis and Critical Control Point」の略であり、食品等事業者自らが食中毒菌汚染や異物
混入等の危害要因（ハザード）を把握した上で、原材料の入荷から製品の出荷に至る全工程の中で、それ
らの危害要因を除去又は低減させるために特に重要な工程を管理し、製品の安全性を確保しようする衛生
管理手法 

・

政
策
２　
健　
　
　
　
康

政
策
４　
衛　
　
　
　
生
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施策�
 

施策３� 環境衛生�
衛生的で快適な環境を整えます�
�

【施策の方向性】�

 衛生監視・指導の実施� 環境衛生関係法令に基づき、環境衛生関係営業施設の衛生
監視・指導を実施します。�

 衛生に関する相談支援の強化� 設備の老朽化や営業者の高齢化が進む営業施設に対
し、衛生を維持しながら営業できるよう、衛生確保に関する情報提供を的確に行う
とともに、相談支援体制を強化します。�

  民泊の適正管理の促進� 住宅宿泊事業（民泊）の適正な実施運営の確保や届出手続
の明確化を目的としたガイドラインに沿って、事業者に対して届出住宅を適正に管
理するための指導を継続します。�

  動物の適正飼養の促進� 犬や猫などの飼養者に対して、動物の適正な飼養に関する
普及啓発を行い、排泄物の放置防止を含めたマナーの向上を図ります。また、飼い
主のいない猫については、不妊・去勢手術を推進することで増加を抑制するととも
に、地域住民との協働による適正管理に向けて引き続き協議し、人と動物が共に住
みよいまちを目指します。�

�

【評価指標と目標値】�

指標� 指標の説明又は出典�
現状値�

�令和元年度��
令和�
５年度�

令和�
８年度�

令和�
�� 年度�

環境衛生関係営業施設

の検査適合率（％）�

適合数／総検査数×

���・生活衛生課�
����� ����� ����� �����
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施策�
 

施策３� 環境衛生�
衛生的で快適な環境を整えます�
�

【施策の方向性】�

 衛生監視・指導の実施� 環境衛生関係法令に基づき、環境衛生関係営業施設の衛生
監視・指導を実施します。�

 衛生に関する相談支援の強化� 設備の老朽化や営業者の高齢化が進む営業施設に対
し、衛生を維持しながら営業できるよう、衛生確保に関する情報提供を的確に行う
とともに、相談支援体制を強化します。�

 民泊の適正管理の促進� 住宅宿泊事業（民泊）の適正な実施運営の確保や届出手続
の明確化を目的としたガイドラインに沿って、事業者に対して届出住宅を適正に管
理するための指導を継続します。�

 動物の適正飼養の促進� 犬や猫などの飼養者に対して、動物の適正な飼養に関する
普及啓発を行い、排泄物の放置防止を含めたマナーの向上を図ります。また、飼い
主のいない猫については、不妊・去勢手術を推進することで増加を抑制するととも
に、地域住民との協働による適正管理に向けて引き続き協議し、人と動物が共に住
みよいまちを目指します。�

�

【評価指標と目標値】�

指標� 指標の説明又は出典�
現状値�

�令和元年度��
令和�
５年度�

令和�
８年度�

令和�
�� 年度�

環境衛生関係営業施設

の検査適合率（％）�

適合数／総検査数×

���・生活衛生課�
����� ����� ����� �����
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政策５　地域福祉・低所得者支援

福祉人材の確保・定着支援 S��

成年後見事業の推進 S��

地域福祉・低所得者支援
住み慣れた地域で支え合いながら、安心して暮らせるようにします

[計画事業]

政策５

【施策の体系】

施策1

包括的な支援体制の整備

地域福祉の推進
支援が必要な区民を地域で支え合う仕組みをつくります

<新>

生活困窮者自立支援事業 S��

[計画事業]

[計画事業]

S��

施策2 福祉サービス利用者支援
福祉サービスを安心して利用できるようにします

施策3 生活困窮者支援
生活に困窮する区民の生活を支援し、自立した生活を送れるようにします

<新>

施策�
 

施策１� 地域福祉の推進�
支援が必要な区民を地域で支え合う仕組みをつくります�
�

【施策の方向性】�

 包括的な相談支援� 高齢者、障害者、生活困窮者等の相談支援に係る事業を横断的
に実施し、本人・世帯の属性にかかわらず受け止める相談支援体制を構築します。
実施に当たっては、関係機関との連携を強化するとともに、自ら相談しにくい状況
にある方に対するアウトリーチ注）（訪問支援）も含めた伴走支援を実施します。�

 地域社会とのつながり支援� 見守りや支援が必要な方を把握し、本人や世帯の状態
に寄り添って、適切なサービスにつなぐとともに、本人のニーズに合った様々な地
域資源を開拓しながら、地域社会とのつながりづくりを支援できる体制を整備しま
す。�

 地域づくりに向けた支援� 自治町会、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、地域
の支援団体等や関係機関と連携し、地域社会からの孤立を防ぎ、地域における多世
代の交流や多様な活躍の場を確保する地域づくりを支援します。�

�

�

【評価指標と目標値】�

指標� 指標の説明又は出典�
現状値�

�令和元年度��
令和�
５年度�

令和�
８年度�

令和�
�� 年度�

支援が必要な時に、地域

で頼れる人や相談先が

ある区民の割合（％）�

政策・施策マーケティン

グ調査�
����� ����� ����� �����

 
注）支援を必要とする方からの相談等を待って支援を開始するのではなく、支援者等が支援を必要とする
方のもとに訪問するなど、能動的に出向くこと 

政
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政策５　地域福祉・低所得者支援

福祉人材の確保・定着支援 S��

成年後見事業の推進 S��

地域福祉・低所得者支援
住み慣れた地域で支え合いながら、安心して暮らせるようにします

[計画事業]

政策５

【施策の体系】

施策1

包括的な支援体制の整備

地域福祉の推進
支援が必要な区民を地域で支え合う仕組みをつくります

<新>

生活困窮者自立支援事業 S��

[計画事業]

[計画事業]

S��

施策2 福祉サービス利用者支援
福祉サービスを安心して利用できるようにします

施策3 生活困窮者支援
生活に困窮する区民の生活を支援し、自立した生活を送れるようにします

<新>

施策�
 

施策１� 地域福祉の推進�
支援が必要な区民を地域で支え合う仕組みをつくります�
�

【施策の方向性】�

 包括的な相談支援� 高齢者、障害者、生活困窮者等の相談支援に係る事業を横断的
に実施し、本人・世帯の属性にかかわらず受け止める相談支援体制を構築します。
実施に当たっては、関係機関との連携を強化するとともに、自ら相談しにくい状況
にある方に対するアウトリーチ注）（訪問支援）も含めた伴走支援を実施します。�

 地域社会とのつながり支援� 見守りや支援が必要な方を把握し、本人や世帯の状態
に寄り添って、適切なサービスにつなぐとともに、本人のニーズに合った様々な地
域資源を開拓しながら、地域社会とのつながりづくりを支援できる体制を整備しま
す。�

 地域づくりに向けた支援� 自治町会、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、地域
の支援団体等や関係機関と連携し、地域社会からの孤立を防ぎ、地域における多世
代の交流や多様な活躍の場を確保する地域づくりを支援します。�

�

�

【評価指標と目標値】�

指標� 指標の説明又は出典�
現状値�

�令和元年度��
令和�
５年度�

令和�
８年度�

令和�
�� 年度�

支援が必要な時に、地域

で頼れる人や相談先が

ある区民の割合（％）�

政策・施策マーケティン

グ調査�
����� ����� ����� �����

 
注）支援を必要とする方からの相談等を待って支援を開始するのではなく、支援者等が支援を必要とする
方のもとに訪問するなど、能動的に出向くこと 

政
策
２　
健　
　
　
　
康

政
策
５　
地
域
福
祉
・
低
所
得
者
支
援

53



計画事業�
 

担当課

福祉管理課
高齢者支援課
障害福祉課
西生活課
東生活課

子ども家庭支援課
子ども応援課

③検討・実施 ③実施

①検討

事業の継続性 新規

②実施

　複雑化・複合化する福祉の各分野を超えた様々な課題に対応するため、①本人・世帯の属性にかかわらず
受け止める相談支援体制の整備、②様々な地域資源を開拓しながら、地域社会とのつながりを回復するための
支援（参加支援）、③地域社会からの孤立を防ぎ、地域における多世代の交流や多様な活躍の場を確保する地
域づくりに向けた支援の３つの取組を推進することで、一人一人の実情に寄り添った支援体制を構築していき
ます。

３年度 ４年度

②検討・実施

５年度 ６年度

①検討・実施 ①実施

包括的な支援体制の整備

①検討

③地域づくりに向けた
支援の充実

③ー ③検討・調査 ③検討・調査

②参加支援事業の推
進

②ー ②検討・調査 ②検討・調査

活動量合計
令和３～６年度

現状値
（元年度）

①相談支援体制の整
備

①ー

④－④重層的支援体制整
備事業実施計画の策
定

④ー ④検討 ④策定 ④策定

����

５年度 ６年度

�� � �

����

４年度指標の算出方法・説明又は出典

政策・施策マーケティング
調査 ����

３年度
現状値
(元年度)

����

事業費（百万円）

����

成果指標

支援が必要な時に、地域
で頼れる人や相談先があ
る区民の割合

単位

％

 
 
 
 
 
 
 

施策�
 

施策２� 福祉サービス利用者支援�
福祉サービスを安心して利用できるようにします�
�

【施策の方向性】�

 福祉人材の確保・定着� 福祉人材の確保・定着を図るため、働きやすい環境づくり
を進め、管理者・責任者向けに人材の定着に必要なマネジメントの支援を行い、福
祉サービスの質の向上を図ります。�

 福祉サービス第三者評価の受審促進� 区民が必要な福祉サービスを適切に選択し、
利用できるよう、最新の情報提供を行います。また、事業者に対して積極的な働き
かけを行い、福祉サービス第三者評価注１）の受審促進を図ります。�

 福祉サービス苦情調整委員制度の活用促進� 福祉サービス苦情調整委員制度注２）の
認知度を更に高め、活用を促進することで、区民が安心して福祉サービスを利用で
きる環境を整えます。�

 成年後見制度の充実� 成年後見制度注３）の利用が必要な区民が、生涯にわたって住
み慣れた地域で安心して自分らしい生活を送ることができるよう、制度活用の促進
や支援体制の充実を図ります。�

�

�

【評価指標と目標値】�

指標� 指標の説明又は出典�
現状値�

�令和元年度��
令和�
５年度�

令和�
８年度�

令和�
�� 年度�

区内の福祉サービス提

供事業所で第三者評価

を受審した事業所数（事

業所）�

とうきょう福祉ナビゲー

ション�
���� ���� ���� ����

成年後見制度の利用者

数（人）�

東京家庭裁判所の統

計に基づく概数�
���� ���� ���� ����

 
注１）第三者の評価機関が、一定の基準に基づき、福祉サービス提供事業者のサービス内容を評価するも
の�
注２）弁護士や大学教授等の有識者が公正・中立な立場で、区民の苦情の申立てを適切かつ迅速に処理す
ることにより、区民の権利及び利益を保護するとともに、福祉サービスの質の向上を図るもの。また、施
設ごとに、苦情相談窓口が設けられており、区が行っている指導監査の際に、苦情処理等の状況を点検し
ている 
注３）認知症、知的障害、精神障害などにより物事の判断能力が不十分な方を対象に、本人を法律的に保
護し、支えるための制度 
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計画事業�
 

担当課

福祉管理課
高齢者支援課
障害福祉課
西生活課
東生活課

子ども家庭支援課
子ども応援課

③検討・実施 ③実施

①検討

事業の継続性 新規

②実施

　複雑化・複合化する福祉の各分野を超えた様々な課題に対応するため、①本人・世帯の属性にかかわらず
受け止める相談支援体制の整備、②様々な地域資源を開拓しながら、地域社会とのつながりを回復するための
支援（参加支援）、③地域社会からの孤立を防ぎ、地域における多世代の交流や多様な活躍の場を確保する地
域づくりに向けた支援の３つの取組を推進することで、一人一人の実情に寄り添った支援体制を構築していき
ます。

３年度 ４年度

②検討・実施

５年度 ６年度

①検討・実施 ①実施

包括的な支援体制の整備

①検討

③地域づくりに向けた
支援の充実

③ー ③検討・調査 ③検討・調査

②参加支援事業の推
進

②ー ②検討・調査 ②検討・調査

活動量合計
令和３～６年度

現状値
（元年度）

①相談支援体制の整
備

①ー

④－④重層的支援体制整
備事業実施計画の策
定

④ー ④検討 ④策定 ④策定

����

５年度 ６年度

�� � �

����

４年度指標の算出方法・説明又は出典

政策・施策マーケティング
調査 ����

３年度
現状値
(元年度)

����

事業費（百万円）

����

成果指標

支援が必要な時に、地域
で頼れる人や相談先があ
る区民の割合

単位

％

 
 
 
 
 
 
 

施策�
 

施策２� 福祉サービス利用者支援�
福祉サービスを安心して利用できるようにします�
�

【施策の方向性】�

 福祉人材の確保・定着� 福祉人材の確保・定着を図るため、働きやすい環境づくり
を進め、管理者・責任者向けに人材の定着に必要なマネジメントの支援を行い、福
祉サービスの質の向上を図ります。�

 福祉サービス第三者評価の受審促進� 区民が必要な福祉サービスを適切に選択し、
利用できるよう、最新の情報提供を行います。また、事業者に対して積極的な働き
かけを行い、福祉サービス第三者評価注１）の受審促進を図ります。�

 福祉サービス苦情調整委員制度の活用促進� 福祉サービス苦情調整委員制度注２）の
認知度を更に高め、活用を促進することで、区民が安心して福祉サービスを利用で
きる環境を整えます。�

  成年後見制度の充実� 成年後見制度注３）の利用が必要な区民が、生涯にわたって住
み慣れた地域で安心して自分らしい生活を送ることができるよう、制度活用の促進
や支援体制の充実を図ります。�

�

�

【評価指標と目標値】�

指標� 指標の説明又は出典�
現状値�

�令和元年度��
令和�
５年度�

令和�
８年度�

令和�
�� 年度�

区内の福祉サービス提

供事業所で第三者評価

を受審した事業所数（事

業所）�

とうきょう福祉ナビゲー

ション�
���� ���� ���� ����

成年後見制度の利用者

数（人）�

東京家庭裁判所の統

計に基づく概数�
���� ���� ���� ����

 
注１）第三者の評価機関が、一定の基準に基づき、福祉サービス提供事業者のサービス内容を評価するも
の�
注２）弁護士や大学教授等の有識者が公正・中立な立場で、区民の苦情の申立てを適切かつ迅速に処理す
ることにより、区民の権利及び利益を保護するとともに、福祉サービスの質の向上を図るもの。また、施
設ごとに、苦情相談窓口が設けられており、区が行っている指導監査の際に、苦情処理等の状況を点検し
ている 
注３）認知症、知的障害、精神障害などにより物事の判断能力が不十分な方を対象に、本人を法律的に保
護し、支えるための制度 
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計画事業 
 

「福祉のしごと大発見」に
よる就業者数

単位

％

人

現状値
(元年度)

206 15 20 20イベント参加事業所へのア
ンケート調査

事業費（百万円）

２７ ２８

５年度 ６年度

2424 24 24

２６

４年度指標の算出方法・説明又は出典

介護施設等にアンケート
調査
（現状値は都調査出典）

２5 ２5

３年度成果指標

介護施設等職員定着率
（介護福祉士、5年以上）

②６人 ②15人 ②２0人

活動量合計
令和３～６年度

現状値
（元年度）

①介護人材スキル
アップ研修参加延べ
人数　1,440人

①144人

担当課 介護保険課

③５５人 ③５５人

①３６０人

事業の継続性 新規

②20人

　高齢者や障害者が必要なサービスを利用して住み慣れたまちで安心して生活が送れるように、ハローワーク
等と連携した合同就職相談会やスキルアップ研修、生活介護員の養成研修等を実施するとともに、資格取得や
職員負担を軽減する介護ロボット等の導入に掛かる費用の助成等をすることで、福祉人材の確保、定着、育成
を支援していきます。

３年度 ４年度

②20人

５年度 ６年度

①３６０人 ①３６０人

福祉人材の確保・定着支援

①３６０人

③介護人材キャリア
アップ助成金交付人
数　２２０人

③36人 ③５５人 ③５５人

②「福祉のしごと大発
見」による就業者数
　７５人

④１２事業所

⑤総合事業生活介護
員研修参加者数
　４８０人

⑤87人 ⑤120人 ⑤120人 ⑤120人 ⑤120人

④介護ロボット等導
入支援事業所数
　４８事業所

④７事業所 ④１２事業所 ④１２事業所 ④１２事業所

⑥1回⑥介護人材確保調査
実施回数　4回

⑥ー ⑥1回 ⑥1回 ⑥1回

 
 

計画事業 
 

⑤１２回⑤検討支援会議の開
催回数　48回

⑤０回 ⑤１２回 ⑤１２回 ⑤１２回

事業費（百万円）

719 729

５年度 ６年度

7872 75 76

709

４年度指標の算出方法・説明又は出典

東京家庭裁判所の統計に
基づく概数 679 699

３年度

④５７件

③１0件③１０件 ③10件③申立費用助成件数
　40件

③０件 ③１0件

④後見人等報酬助成
件数　198件

④32件 ④42件 ④４７件 ④５２件

①733件

②５件

①824件

②成年後見センター
における法人後見及
び後見監督新規受任
件数　２０件

②3件 ②５件 ②５件 ②５件

単位

人

現状値
(元年度)成果指標

成年後見制度の利用者数

担当課 福祉管理課

①873件

事業の継続性 継続

　加齢や疾病等による認知機能の低下、障害等により判断能力が不十分な方に対し、本人の意思を尊重した
意思決定支援を進めるため、成年後見センターに設置した中核機関を中心に区の関連部署や専門機関が連
携し、本人の状況に即した支援を行います。
　また、後見の担い手を増やすために、身近な地域の支援者である市民後見人の育成を進めるとともに、地域
団体等の活動を支援します。さらに、成年後見制度の利用を促進するため、幅広く相談を受け付ける相談窓口
の充実に取り組むとともに、申立費用や後見人等に対する報酬を助成します。

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

①925件 ①981件

成年後見事業の推進 注)

活動量合計
令和３～６年度

現状値
（元年度）

①中核機関の相談件
数　3,603件

注）後期実施計画事業名「成年後見事業の拡充」  
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計画事業 
 

「福祉のしごと大発見」に
よる就業者数

単位

％

人

現状値
(元年度)

206 15 20 20イベント参加事業所へのア
ンケート調査

事業費（百万円）

２７ ２８

５年度 ６年度

2424 24 24

２６

４年度指標の算出方法・説明又は出典

介護施設等にアンケート
調査
（現状値は都調査出典）

２5 ２5

３年度成果指標

介護施設等職員定着率
（介護福祉士、5年以上）

②６人 ②15人 ②２0人

活動量合計
令和３～６年度

現状値
（元年度）

①介護人材スキル
アップ研修参加延べ
人数　1,440人

①144人

担当課 介護保険課

③５５人 ③５５人

①３６０人

事業の継続性 新規

②20人

　高齢者や障害者が必要なサービスを利用して住み慣れたまちで安心して生活が送れるように、ハローワーク
等と連携した合同就職相談会やスキルアップ研修、生活介護員の養成研修等を実施するとともに、資格取得や
職員負担を軽減する介護ロボット等の導入に掛かる費用の助成等をすることで、福祉人材の確保、定着、育成
を支援していきます。

３年度 ４年度

②20人

５年度 ６年度

①３６０人 ①３６０人

福祉人材の確保・定着支援

①３６０人

③介護人材キャリア
アップ助成金交付人
数　２２０人

③36人 ③５５人 ③５５人

②「福祉のしごと大発
見」による就業者数
　７５人

④１２事業所

⑤総合事業生活介護
員研修参加者数
　４８０人

⑤87人 ⑤120人 ⑤120人 ⑤120人 ⑤120人

④介護ロボット等導
入支援事業所数
　４８事業所

④７事業所 ④１２事業所 ④１２事業所 ④１２事業所

⑥1回⑥介護人材確保調査
実施回数　4回

⑥ー ⑥1回 ⑥1回 ⑥1回

 
 

計画事業 
 

⑤１２回⑤検討支援会議の開
催回数　48回

⑤０回 ⑤１２回 ⑤１２回 ⑤１２回

事業費（百万円）

719 729

５年度 ６年度

7872 75 76

709

４年度指標の算出方法・説明又は出典

東京家庭裁判所の統計に
基づく概数 679 699

３年度

④５７件

③１0件③１０件 ③10件③申立費用助成件数
　40件

③０件 ③１0件

④後見人等報酬助成
件数　198件

④32件 ④42件 ④４７件 ④５２件

①733件

②５件

①824件

②成年後見センター
における法人後見及
び後見監督新規受任
件数　２０件

②3件 ②５件 ②５件 ②５件

単位

人

現状値
(元年度)成果指標

成年後見制度の利用者数

担当課 福祉管理課

①873件

事業の継続性 継続

　加齢や疾病等による認知機能の低下、障害等により判断能力が不十分な方に対し、本人の意思を尊重した
意思決定支援を進めるため、成年後見センターに設置した中核機関を中心に区の関連部署や専門機関が連
携し、本人の状況に即した支援を行います。
　また、後見の担い手を増やすために、身近な地域の支援者である市民後見人の育成を進めるとともに、地域
団体等の活動を支援します。さらに、成年後見制度の利用を促進するため、幅広く相談を受け付ける相談窓口
の充実に取り組むとともに、申立費用や後見人等に対する報酬を助成します。

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

①925件 ①981件

成年後見事業の推進 注)

活動量合計
令和３～６年度

現状値
（元年度）

①中核機関の相談件
数　3,603件

注）後期実施計画事業名「成年後見事業の拡充」  
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施策�
 

施策３� 生活困窮者支援�
生活に困窮する区民の生活を支援し、自立した生活を送れるようにします�
�

【施策の方向性】�

 重層的なセーフティネットによる支援� 生活保護に至る前段階での自立を支援する
生活困窮者自立支援制度と、適正な生活保護制度の重層的なセーフティネット体制
により、生活困窮者を支援します。�

 生活困窮者の自立促進� 生活困窮者の早期の自立を促進するため、一人一人の生活
困窮者の課題に寄り添い、就労支援や家計改善をはじめとした包括的・計画的な支
援を実施します。�

 訪問支援� 自ら生活困窮者支援相談窓口に出向くことが難しい方には、アウトリー
チ注）（訪問支援）を実施します。また、特別な事情を抱える方には、関係機関と連
携し、他者との適切なコミュニケーションを図ることができるよう支援するなど、
日常生活や社会生活面での自立を助長します。�

 就労支援� 就労が可能な生活保護受給者については、引き続き一人一人の個性や特
性に合わせた就労支援を行います。�

 ひとり親家庭の自立促進� ひとり親家庭が抱える課題と個別のニーズに寄り添い、
ひとり親家庭の就労や就職に有利な資格取得、子どもの進学費用の貸付け等の支援
を充実させ自立を促進します。�

 学習支援� 学校・教育委員会と連携しながら、基礎学力の定着に課題のある子ども
に学習支援事業を行うとともに、子どもの生活習慣・環境の改善に向けた子どもや
保護者への支援を学習支援の場を活用して実施します。�
�

【評価指標と目標値】� �

指標� 指標の説明又は出典�
現状値�

�令和元年度��
令和�
５年度�

令和�
８年度�

令和�
�� 年度�

就労支援事業支援者数

（人）�

生活保護被保護者（そ

の他世帯）の就労支援

者数・西生活課�

���� ４５０� ５４０� ����

生活困窮者自立支援事

業の就労準備支援計画

件数（人）�

福祉管理課� ��� ��� ３�� ���

ひとり親家庭自立支援事

業により、就職・転職・収

入増が図られたひとり親

の世帯（世帯）�

子育て支援課� ��� ��� ��� ���

 
注）支援を必要とする方からの相談等を待って支援を開始するのではなく、支援者等が支援を必要とする
方のもとに訪問するなど、能動的に出向くこと�
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施策�
 

施策３� 生活困窮者支援�
生活に困窮する区民の生活を支援し、自立した生活を送れるようにします�
�

【施策の方向性】�

 重層的なセーフティネットによる支援� 生活保護に至る前段階での自立を支援する
生活困窮者自立支援制度と、適正な生活保護制度の重層的なセーフティネット体制
により、生活困窮者を支援します。�

 生活困窮者の自立促進� 生活困窮者の早期の自立を促進するため、一人一人の生活
困窮者の課題に寄り添い、就労支援や家計改善をはじめとした包括的・計画的な支
援を実施します。�

 訪問支援� 自ら生活困窮者支援相談窓口に出向くことが難しい方には、アウトリー
チ注）（訪問支援）を実施します。また、特別な事情を抱える方には、関係機関と連
携し、他者との適切なコミュニケーションを図ることができるよう支援するなど、
日常生活や社会生活面での自立を助長します。�

 就労支援� 就労が可能な生活保護受給者については、引き続き一人一人の個性や特
性に合わせた就労支援を行います。�

 ひとり親家庭の自立促進� ひとり親家庭が抱える課題と個別のニーズに寄り添い、
ひとり親家庭の就労や就職に有利な資格取得、子どもの進学費用の貸付け等の支援
を充実させ自立を促進します。�

 学習支援� 学校・教育委員会と連携しながら、基礎学力の定着に課題のある子ども
に学習支援事業を行うとともに、子どもの生活習慣・環境の改善に向けた子どもや
保護者への支援を学習支援の場を活用して実施します。�
�

【評価指標と目標値】� �

指標� 指標の説明又は出典�
現状値�

�令和元年度��
令和�
５年度�

令和�
８年度�

令和�
�� 年度�

就労支援事業支援者数

（人）�

生活保護被保護者（そ

の他世帯）の就労支援

者数・西生活課�

���� ４５０� ５４０� ����

生活困窮者自立支援事

業の就労準備支援計画

件数（人）�

福祉管理課� ��� ��� ３�� ���

ひとり親家庭自立支援事

業により、就職・転職・収

入増が図られたひとり親

の世帯（世帯）�

子育て支援課� ��� ��� ��� ���

 
注）支援を必要とする方からの相談等を待って支援を開始するのではなく、支援者等が支援を必要とする
方のもとに訪問するなど、能動的に出向くこと�
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政策６　高齢者支援

[計画事業]

施策2 介護予防
高齢者の介護予防活動への支援を充実させます

施策3 高齢者要介護・自立支援
高齢者が必要な介護や自立支援を受け、安心して生活できるようにします

高齢者介護施設の整備等支援 S��

【施策の体系】

施策1 高齢者活動支援
高齢者の就労や自主的な活動を支援し、社会参加を促進します

[計画事業]

認知症事業の充実 S��

高齢者の介護予防事業 S�3

高齢者支援
高齢者が住み慣れた地域で自分らしくいきいきと安心して暮らせるようにしま
す

政策６

施策�
 

施策１ � 高齢者活動支援�
高齢者の就労や自主的な活動を支援し、社会参加を促進します�
�

【施策の方向性】�

 社会参加の促進� 人生100年時代の到来を見据え、先進的な生きがい活動事例等の
情報を収集し、高齢者の社会参加を一層促進するための環境を整備します。�

 就労・活動の支援� 高齢者が生きがいをもって生活できるよう、個々の希望に応じ
た情報提供等を行い、高齢者の就労や自主的な活動を支援します。また、窓口にお
ける案内等を通して、自主的に活動する団体等のＰＲに努めるなど、高齢者の就労
や自主的な活動注）が持続するように支援します。

�

�

【評価指標と目標値】�

指標� 指標の説明又は出典�
現状値�

�令和元年度��
令和�
５年度�

令和�
８年度�

令和�
�� 年度�

��歳以上の区民のうち、

就労や自主的な活動の

場を持っている人の割合

（％）�

政策・施策マーケティン

グ調査�
����� ����� ����� �����

 
注）地域住民の有志によって、健康づくりや趣味等の活動を行うこと。�
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政策６　高齢者支援

[計画事業]

施策2 介護予防
高齢者の介護予防活動への支援を充実させます

施策3 高齢者要介護・自立支援
高齢者が必要な介護や自立支援を受け、安心して生活できるようにします

高齢者介護施設の整備等支援 S��

【施策の体系】

施策1 高齢者活動支援
高齢者の就労や自主的な活動を支援し、社会参加を促進します

[計画事業]

認知症事業の充実 S��

高齢者の介護予防事業 S�3

高齢者支援
高齢者が住み慣れた地域で自分らしくいきいきと安心して暮らせるようにしま
す

政策６

施策�
 

施策１ � 高齢者活動支援�
高齢者の就労や自主的な活動を支援し、社会参加を促進します�
�

【施策の方向性】�

 社会参加の促進� 人生100年時代の到来を見据え、先進的な生きがい活動事例等の
情報を収集し、高齢者の社会参加を一層促進するための環境を整備します。�

 就労・活動の支援� 高齢者が生きがいをもって生活できるよう、個々の希望に応じ
た情報提供等を行い、高齢者の就労や自主的な活動を支援します。また、窓口にお
ける案内等を通して、自主的に活動する団体等のＰＲに努めるなど、高齢者の就労
や自主的な活動注）が持続するように支援します。

�

�

【評価指標と目標値】�

指標� 指標の説明又は出典�
現状値�

�令和元年度��
令和�
５年度�

令和�
８年度�

令和�
�� 年度�

��歳以上の区民のうち、

就労や自主的な活動の

場を持っている人の割合

（％）�

政策・施策マーケティン

グ調査�
����� ����� ����� �����

 
注）地域住民の有志によって、健康づくりや趣味等の活動を行うこと。�
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施策�
 

施策２� 介護予防�
高齢者の介護予防活動への支援を充実させます�
�

【施策の方向性】�

 介護予防の担い手養成� 地域における介護予防注）の担い手となるリーダーを養成し、
自主グループが持続的に活動できるよう支援する体制を整えます。また、新たに65
歳を迎える方の参加を増やすため、介護予防活動や各地域における自主グループ活
動の情報を集約し発信するなど、継続的な周知に取り組みます。�

 介護予防活動の推進� 保健師や理学療法士、作業療法士、管理栄養士等の専門職を
地域の自主グループに派遣し、運動や筋力低下、栄養にも配慮した介護予防活動を
推進し、高齢者の保健事業と介護予防を一体的に実施していきます。�

 介護予防活動継続への支援� 高齢者の様々なニーズに対応するため、高齢者が活動
を自ら選択できる体制の構築や情報提供の充実を目指します。�

�

�

【評価指標と目標値】�

指標� 指標の説明又は出典�
現状値�

�令和元年度��
令和�
５年度�

令和�
８年度�

令和�
�� 年度�

��歳以上の区民のうち、

介護予防に取り組んでい

る人の割合（％）�

政策・施策マーケティン

グ調査�
����� ����� ����� �����

要介護・要支援認定を受

けていない �� 歳以上の

区民の割合（％）�

介護保険課� ����� ����� ����� �����

 
注）高齢者が、いつまでも健康で要介護状態にならないように日頃から予防すること 
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施策�
 

施策２� 介護予防�
高齢者の介護予防活動への支援を充実させます�
�

【施策の方向性】�

 介護予防の担い手養成� 地域における介護予防注）の担い手となるリーダーを養成し、
自主グループが持続的に活動できるよう支援する体制を整えます。また、新たに65
歳を迎える方の参加を増やすため、介護予防活動や各地域における自主グループ活
動の情報を集約し発信するなど、継続的な周知に取り組みます。�

 介護予防活動の推進� 保健師や理学療法士、作業療法士、管理栄養士等の専門職を
地域の自主グループに派遣し、運動や筋力低下、栄養にも配慮した介護予防活動を
推進し、高齢者の保健事業と介護予防を一体的に実施していきます。�

 介護予防活動継続への支援� 高齢者の様々なニーズに対応するため、高齢者が活動
を自ら選択できる体制の構築や情報提供の充実を目指します。�

�

�

【評価指標と目標値】�

指標� 指標の説明又は出典�
現状値�

�令和元年度��
令和�
５年度�

令和�
８年度�

令和�
�� 年度�

��歳以上の区民のうち、

介護予防に取り組んでい

る人の割合（％）�

政策・施策マーケティン

グ調査�
����� ����� ����� �����

要介護・要支援認定を受

けていない �� 歳以上の

区民の割合（％）�

介護保険課� ����� ����� ����� �����

 
注）高齢者が、いつまでも健康で要介護状態にならないように日頃から予防すること 
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施策�
 

施策３� 高齢者要介護・自立支援�
高齢者が必要な介護や自立支援を受け、安心して生活できるようにします�
�

【施策の方向性】�

 地域ネットワークの強化� 高齢者総合相談センターを中心に、関係機関との連携や
地域ネットワークを強化します。また、支援の必要なひとり暮らし高齢者や認知症
高齢者等の把握に努め、継続的な見守り等を行います。�

 介護サービスの確保� 必要な介護サービス量を確保するため、各介護サービスの需
要を見極め、その結果を介護保険法に基づき３年ごとに策定する介護保険事業計画
に適切に反映させます。�

 施設サービスの確保� 特別養護老人ホームや認知症高齢者グループホーム等につい
ては、各施設の利用状況や入所状況等を把握し、施設サービス量を確保していきま
す。また、老朽化した介護施設の大規模工事に当たっては、代替施設を整備して利
用者の住環境と安全面に配慮するとともに、予防保全も含めた改修工事を行い、施
設の長寿命化を図ります。�

 認知症への支援� できる限り早期の段階で認知症を発見し、適切な支援につなげる
ことで、重度化を防いで本人と家族の生活の質を維持し、地域で安心して暮らし続
けられるようにします。また、幅広い世代が認知症への正しい理解を深められるよ
う、普及啓発に取り組みます。�

�

�

【評価指標と目標値】�

指標� 指標の説明又は出典�
現状値�

�令和元年度��
令和�
５年度�

令和�
８年度�

令和�
�� 年度�

介護や高齢者福祉サー

ビスが受けられる環境が

整っていると思う区民の

割合（％）�

政策・施策マーケティン

グ調査�
����� ����� ����� �����

要介護認定を受けている

��歳以上の区民のうち、

在宅で介護サービスを利

用している人の割合（％）�

介護保険課� ����� ����� ����� �����

、
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施策�
 

施策３� 高齢者要介護・自立支援�
高齢者が必要な介護や自立支援を受け、安心して生活できるようにします�
�

【施策の方向性】�

 地域ネットワークの強化� 高齢者総合相談センターを中心に、関係機関との連携や
地域ネットワークを強化します。また、支援の必要なひとり暮らし高齢者や認知症
高齢者等の把握に努め、継続的な見守り等を行います。�

 介護サービスの確保� 必要な介護サービス量を確保するため、各介護サービスの需
要を見極め、その結果を介護保険法に基づき３年ごとに策定する介護保険事業計画
に適切に反映させます。�

 施設サービスの確保� 特別養護老人ホームや認知症高齢者グループホーム等につい
ては、各施設の利用状況や入所状況等を把握し、施設サービス量を確保していきま
す。また、老朽化した介護施設の大規模工事に当たっては、代替施設を整備して利
用者の住環境と安全面に配慮するとともに、予防保全も含めた改修工事を行い、施
設の長寿命化を図ります。�

 認知症への支援� できる限り早期の段階で認知症を発見し、適切な支援につなげる
ことで、重度化を防いで本人と家族の生活の質を維持し、地域で安心して暮らし続
けられるようにします。また、幅広い世代が認知症への正しい理解を深められるよ
う、普及啓発に取り組みます。�

�

�

【評価指標と目標値】�

指標� 指標の説明又は出典�
現状値�

�令和元年度��
令和�
５年度�

令和�
８年度�

令和�
�� 年度�

介護や高齢者福祉サー

ビスが受けられる環境が

整っていると思う区民の

割合（％）�

政策・施策マーケティン

グ調査�
����� ����� ����� �����

要介護認定を受けている

��歳以上の区民のうち、

在宅で介護サービスを利

用している人の割合（％）�

介護保険課� ����� ����� ����� �����

、
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計画事業 
 

事業費（百万円）

50�8 51�0

5年度 6年度

2524 25 25

50�6

4年度指標の算出方法・説明又は出典

政策・施策マーケティング
調査 50�0 50�4

①実施 ①実施

認知症事業の充実 注）

①実施

③おでかけあんしん
保険登録件数
　1,512件（累計）

③560件 ③1,041件 ③1,220件

②もの忘れ予防健診
延べ受診者数
　１７,３３６人

②3,182人 ②4,268人 ②4,312人

活動量合計
令和３～６年度

現状値
（元年度）

①普及啓発事業の実
施

担当課 高齢者支援課

③1,376件 ③1,512件

①実施

事業の継続性 継続

②4,400人

　認知症高齢者や家族が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるように、幅広い世代に対して認知症に
対する正しい理解を広める「普及啓発」、医療機関との連携を図り認知症を早期に発見し、適切な支援につな
げる「早期発見・早期支援」、認知症により徘徊する方を早期に発見し、保護することで高齢者の身体・生命の
安全を守るとともに万が一の事故等に備え家族の安心に繋げる「認知症高齢者徘徊対策」の３つを柱に事業
の充実を図ります。また、認知症の方の支援ニーズに認知症サポーター等をつなげるチームオレンジの立ち上
げなど、地域全体で認知症の方とその家族を支援していく体制を強化します。

３年度 4年度

②4,356人

５年度 ６年度

①実施

��7 ��7 ��8 ���

介護や高齢者福祉サービ
スが受けられる環境が
整っていると思う区民の割
合

成果指標

注）後期実施計画事業「認知症の普及啓発の推進」「認知症の早期発見・早期支援の推進」「認知症高齢者徘徊対策の
推進」を統合

10�0
一次健診受診者数／対象
者数もの忘れ予防健診受診率

単位

％

％

現状値
(元年度) 3年度
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計画事業 
 

事業費（百万円）

50�8 51�0

5年度 6年度

2524 25 25

50�6

4年度指標の算出方法・説明又は出典

政策・施策マーケティング
調査 50�0 50�4

①実施 ①実施

認知症事業の充実 注）

①実施

③おでかけあんしん
保険登録件数
　1,512件（累計）

③560件 ③1,041件 ③1,220件

②もの忘れ予防健診
延べ受診者数
　１７,３３６人

②3,182人 ②4,268人 ②4,312人

活動量合計
令和３～６年度

現状値
（元年度）

①普及啓発事業の実
施

担当課 高齢者支援課

③1,376件 ③1,512件

①実施

事業の継続性 継続

②4,400人

　認知症高齢者や家族が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるように、幅広い世代に対して認知症に
対する正しい理解を広める「普及啓発」、医療機関との連携を図り認知症を早期に発見し、適切な支援につな
げる「早期発見・早期支援」、認知症により徘徊する方を早期に発見し、保護することで高齢者の身体・生命の
安全を守るとともに万が一の事故等に備え家族の安心に繋げる「認知症高齢者徘徊対策」の３つを柱に事業
の充実を図ります。また、認知症の方の支援ニーズに認知症サポーター等をつなげるチームオレンジの立ち上
げなど、地域全体で認知症の方とその家族を支援していく体制を強化します。

３年度 4年度

②4,356人

５年度 ６年度

①実施

��7 ��7 ��8 ���

介護や高齢者福祉サービ
スが受けられる環境が
整っていると思う区民の割
合

成果指標

注）後期実施計画事業「認知症の普及啓発の推進」「認知症の早期発見・早期支援の推進」「認知症高齢者徘徊対策の
推進」を統合

10�0
一次健診受診者数／対象
者数もの忘れ予防健診受診率

単位

％

％

現状値
(元年度) 3年度
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政策７　障害者支援

<新>

障害者支援
障害のある方が、自分らしく安心して生活できるようにします政策７

保育所等訪問支援事業 S��

居宅訪問型児童発達支援事業 S��

[計画事業]

障害者就労支援事業 S�3

【施策の体系】

施策1

障害者施設の整備支援

障害者自立支援
障害のある方が自らの可能性を発揮し、自分らしく暮らせるように支援しま
す

<新> 障害への理解と交流の促進

[計画事業]

[計画事業]

S��

S�1

施策2 障害者就労支援
障害のある方がいきいきと働き続けられるように支援します

施策3 児童発達支援
発達が心配される児童一人一人の発達を支援します

施策�
 

施策１ � 障害者自立支援�
障害のある方が自らの可能性を発揮し、自分らしく暮らせるように支援します�
�

【施策の方向性】�

 施設の整備� 全ての障害のある方が日中活動の場を確保できるようにするため、サ
ービスの必要量に合わせて施設の整備を支援するとともに、既存施設を活用して日
中活動の場の確保に取り組む法人等への支援策を検討します。�

 在宅生活の支援� 障害のある方の重度化・高齢化や「親亡き後」へ備え、家族の状
況等を的確に把握し、個々のニーズに合わせた居宅サービスや施設サービスを組み
合わせることで、在宅生活を適切に支援します。また、支援拠点の整備を促進する
ことで、安定したサービスの提供を確保します。�

 支援の質的向上� 多様化する支援ニーズに的確に対応するため、相談支援事業所に
おける人材育成に取り組み、支援の質を向上することで、障害のある方や家族の意
向・状況等を丁寧に把握したケアマネジメント注１）を確実に実施するとともに、障
害のある方のライフステージに応じて、教育機関・医療機関等との連携を図ります。�

 社会参加の促進� 施設等から、ひとり暮らしへ移行を希望する障害がある方の地域生
活を支援するため、自立生活援助事業所注２）の整備・運営支援を検討します。また、区
や民間団体が実施する事業やイベントを通して、障害のある方との関わり方や障害への
理解を深めるよう広く働きかけ、障害のある方が希望する活動に積極的に参加できる環
境づくりを進めます。�

 障害者虐待の防止� 障害者虐待の防止や早期発見の取組を進め、養護者や福祉施設従
業員等による虐待や不適切な対応があった場合には、養護者への支援や福祉施設への指
導を行い、虐待を受けた方を保護します。また、障害者差別に関する相談窓口に寄せら
れた事例を「 飾区障害者差別解消支援地域協議会」等の場で共有するとともに、具体
的な対応策を検討します。�

�

【評価指標と目標値】�

指標� 指標の説明又は出典�
現状値�

�令和元年度��
令和�
５年度�

令和�
８年度�

令和�
�� 年度�

相談支援事業所等でケ

アマネジメントを利用して

いる障害者の割合（％）�

サービス等利用計画作

成人数／障害福祉サ

ービス等受給者数×

���・障害福祉課�

����� ����� ����� �����

 
注１）福祉サービスに係る利用計画を策定し、サービスの提供、サービス利用後のモニタリングを行うこ
と�
注２）施設入所支援や共同生活援助を利用していた方が、自宅での生活に移行した場合に、一定期間、定
期的な巡回訪問などを行い、障害のある方が直面する日常生活を営む上での様々な問題について、相談や
情報提供を行うとともに、助言等の援助を行う事業所 
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政策７　障害者支援

<新>

障害者支援
障害のある方が、自分らしく安心して生活できるようにします政策７

保育所等訪問支援事業 S��

居宅訪問型児童発達支援事業 S��

[計画事業]

障害者就労支援事業 S�3

【施策の体系】

施策1

障害者施設の整備支援

障害者自立支援
障害のある方が自らの可能性を発揮し、自分らしく暮らせるように支援しま
す

<新> 障害への理解と交流の促進

[計画事業]

[計画事業]

S��

S�1

施策2 障害者就労支援
障害のある方がいきいきと働き続けられるように支援します

施策3 児童発達支援
発達が心配される児童一人一人の発達を支援します

施策�
 

施策１ � 障害者自立支援�
障害のある方が自らの可能性を発揮し、自分らしく暮らせるように支援します�
�

【施策の方向性】�

 施設の整備� 全ての障害のある方が日中活動の場を確保できるようにするため、サ
ービスの必要量に合わせて施設の整備を支援するとともに、既存施設を活用して日
中活動の場の確保に取り組む法人等への支援策を検討します。�

 在宅生活の支援� 障害のある方の重度化・高齢化や「親亡き後」へ備え、家族の状
況等を的確に把握し、個々のニーズに合わせた居宅サービスや施設サービスを組み
合わせることで、在宅生活を適切に支援します。また、支援拠点の整備を促進する
ことで、安定したサービスの提供を確保します。�

 支援の質的向上� 多様化する支援ニーズに的確に対応するため、相談支援事業所に
おける人材育成に取り組み、支援の質を向上することで、障害のある方や家族の意
向・状況等を丁寧に把握したケアマネジメント注１）を確実に実施するとともに、障
害のある方のライフステージに応じて、教育機関・医療機関等との連携を図ります。�

 社会参加の促進� 施設等から、ひとり暮らしへ移行を希望する障害がある方の地域生
活を支援するため、自立生活援助事業所注２）の整備・運営支援を検討します。また、区
や民間団体が実施する事業やイベントを通して、障害のある方との関わり方や障害への
理解を深めるよう広く働きかけ、障害のある方が希望する活動に積極的に参加できる環
境づくりを進めます。�

 障害者虐待の防止� 障害者虐待の防止や早期発見の取組を進め、養護者や福祉施設従
業員等による虐待や不適切な対応があった場合には、養護者への支援や福祉施設への指
導を行い、虐待を受けた方を保護します。また、障害者差別に関する相談窓口に寄せら
れた事例を「 飾区障害者差別解消支援地域協議会」等の場で共有するとともに、具体
的な対応策を検討します。�

�

【評価指標と目標値】�

指標� 指標の説明又は出典�
現状値�

�令和元年度��
令和�
５年度�

令和�
８年度�

令和�
�� 年度�

相談支援事業所等でケ

アマネジメントを利用して

いる障害者の割合（％）�

サービス等利用計画作

成人数／障害福祉サ

ービス等受給者数×

���・障害福祉課�

����� ����� ����� �����

 
注１）福祉サービスに係る利用計画を策定し、サービスの提供、サービス利用後のモニタリングを行うこ
と�
注２）施設入所支援や共同生活援助を利用していた方が、自宅での生活に移行した場合に、一定期間、定
期的な巡回訪問などを行い、障害のある方が直面する日常生活を営む上での様々な問題について、相談や
情報提供を行うとともに、助言等の援助を行う事業所 
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計画事業 
 

障害者施設の整備支援 注）

成果指標

障害者通所施設（生活介
護事業所）利用率

重度障害者対応型グルー
プホームの数

単位

％

②検討・実施

現状値
（元年度）

利用者数 ／ 定員数 ×
100 ����

事業費（百万円） 0 0

①666人

�� � � �
重度障害者に対応したグ
ループホームの整備を区
が支援した数

か所

注）後期実施計画事業「重度障害者対応型グループホームの整備支援策の構築」「障害者通所施設の整備支援」を統合

担当課 障害福祉課

③検討 ③検討

①686人

事業の継続性 継続

②検討・実施

　社会福祉法人等に対する施設整備費の一部助成や区有地の無償貸付け等により、生活介護のサービスを
提供する施設整備を促進し定員数の拡大等を図ることで、障害のある方の日中活動の場を確保します。
　また、重度障害のある方の地域における生活の場を確保するため、施設整備費の一部を助成することで、重
度障害に対応したグループホームの整備を促進するとともに、既存のグループホーム等を活用するための支援
策も検討していきます。
　さらに、障害児の施設において、肢体不自由や医療的ケアが必要な方の受け入れを促進していきます。

３年度 ４年度

②検討・実施

５年度 ６年度
活動量合計

令和３～６年度

③既存のグループ
ホーム等における重
度障害者の受入枠の
拡充

③検討 ③検討

②重度障害者対応型
グループホームの整
備支援

②検討・実
施

②検討・実施

①障害者通所施設の
整備支援（区内生活
介護事業所の定員
数）　686人（累計）

①616人 ①686人 ①686人

③検討

④児童発達支援セン
ター、児童発達支援
事業所における重度、
医療的ケア受入枠の
拡充

④検討 ④検討 ④検討 ④検討

����

５年度 ６年度

0

指標の算出方法・説明又は出典
現状値

(元年度)

④検討

0

���0

４年度

����

３年度

����
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計画事業 
 

障害者施設の整備支援 注）

成果指標

障害者通所施設（生活介
護事業所）利用率

重度障害者対応型グルー
プホームの数

単位

％

②検討・実施

現状値
（元年度）

利用者数 ／ 定員数 ×
100 ����

事業費（百万円） 0 0

①666人

�� � � �
重度障害者に対応したグ
ループホームの整備を区
が支援した数

か所

注）後期実施計画事業「重度障害者対応型グループホームの整備支援策の構築」「障害者通所施設の整備支援」を統合

担当課 障害福祉課

③検討 ③検討

①686人

事業の継続性 継続

②検討・実施

　社会福祉法人等に対する施設整備費の一部助成や区有地の無償貸付け等により、生活介護のサービスを
提供する施設整備を促進し定員数の拡大等を図ることで、障害のある方の日中活動の場を確保します。
　また、重度障害のある方の地域における生活の場を確保するため、施設整備費の一部を助成することで、重
度障害に対応したグループホームの整備を促進するとともに、既存のグループホーム等を活用するための支援
策も検討していきます。
　さらに、障害児の施設において、肢体不自由や医療的ケアが必要な方の受け入れを促進していきます。

３年度 ４年度

②検討・実施

５年度 ６年度
活動量合計

令和３～６年度

③既存のグループ
ホーム等における重
度障害者の受入枠の
拡充

③検討 ③検討

②重度障害者対応型
グループホームの整
備支援

②検討・実
施

②検討・実施

①障害者通所施設の
整備支援（区内生活
介護事業所の定員
数）　686人（累計）

①616人 ①686人 ①686人

③検討

④児童発達支援セン
ター、児童発達支援
事業所における重度、
医療的ケア受入枠の
拡充

④検討 ④検討 ④検討 ④検討

����

５年度 ６年度

0

指標の算出方法・説明又は出典
現状値

(元年度)

④検討

0

���0

４年度

����

３年度

����

 

計画事業 
 

担当課 障害福祉課

③3回 ③3回

①10,000部

事業の継続性 新規

②８回

　障害者週間に関連した障害者作品展や普及啓発講座の実施、ＳＮＳなどの活用による情報発信、障害者施
設自主生産品販売所における販売等を通じ、広く区民・事業者の方に対して障害への理解を広げ、障害のある
方への配慮が地域で実践され、障害のある方とない方の交流を深められるよう支援します。

３年度 ４年度 ６年度

①10,000部

単位

％

①－

②６回

５年度

①－

⑤実施

16�0

成果指標

年齢・性別等にかかわら
ず、全ての人に配慮した公
共施設や生活環境の整備
が進んでいると思う区民の
割合

事業費（百万円） � 10 10

1��0

４年度

⑤自主生産品販売所
への運営支援

⑤実施

障害への理解と交流の促進

①－

③普及啓発講座（子
ども・保護者向け、大
人向け）　11回

③２回 ③２回 ③3回

②リーフレットを活用
した各種団体・事業
者向け講座　18回

②－ ②検討 ②４回

活動量合計
令和３～６年度

現状値
（元年度）

①普及啓発チラシの
作成　20,000部

11

④実施

⑤実施

④障害者週間におけ
る障害者作品展の開
催

④実施 ④実施 ④実施 ④実施

⑤実施⑤実施

指標の算出方法・説明又は出典

政策・施策マーケティング
調査

－ 18�0 1��0

５年度 ６年度
現状値

(元年度)
３年度

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

政
策
２　
健　
　
　
　
康

政
策
７　
障
害
者
支
援

71



施策�
 

施策２� 障害者就労支援�
障害のある方がいきいきと働き続けられるように支援します�
�

【施策の方向性】�

 就労支援� 就労意欲のある障害のある方について、障害者就労支援センターと民間
の就労支援施設やハローワークとの連携を強化し、一般企業等への就労を支援しま
す。また、短時間であれば就労可能な障害のある方の働く機会を拡げるための仕組
みを試行します。 

 職場定着支援� 障害のある方が個々の能力を活かして働き続けられるよう、一般企
業等へ就労した後も、就労定着支援事業所や就労先の事業所と連携を図りながら、
職場定着のための切れ目のない支援を実施します。 

 工賃向上等の支援 就労支援を行う障害者通所施設の経営や運営に詳しい専門家を
派遣し、収益性の高い事業の実施・改善を提案するなど、工賃向上に結び付く事業
を展開できるよう支援します。また、区の発注により工賃向上が図れるよう、障害
者通所施設等の物品や労務の提供に関する情報を収集し、区の各部署へ提供すると
ともに、共同受注注)における区の体制を整備し、受注量の拡大を図ります。 

�

�

【評価指標と目標値】�

指標� 指標の説明又は出典�
現状値�

�令和元年度��
令和�
５年度�

令和�
８年度�

令和�
�� 年度�

障害者就労支援センタ

ー登録者の新規就職率

（％）�

年間新規就職者数／

就職希望者数�登録者

数－就職活動未実施者

数�×���・障害福祉課�

����� ����� ����� �����

障害者就労支援センタ

ー登録者の就職定着率

（％）�

就労継続者数�１年間同

一職場�／新規就職者

数�１年前�×���・障害

福祉課�

����� ����� ����� �����

 
注) 顧客（発注者）から依頼された仕事を複数の障害者施設が共同で受けること。仕事を受けたそれぞ
れの施設は、作業を分担・分割して進め、最終的に成果物をまとめて顧客（発注者）に納入する。 
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施策�
 

施策２� 障害者就労支援�
障害のある方がいきいきと働き続けられるように支援します�
�

【施策の方向性】�

 就労支援� 就労意欲のある障害のある方について、障害者就労支援センターと民間
の就労支援施設やハローワークとの連携を強化し、一般企業等への就労を支援しま
す。また、短時間であれば就労可能な障害のある方の働く機会を拡げるための仕組
みを試行します。 

 職場定着支援� 障害のある方が個々の能力を活かして働き続けられるよう、一般企
業等へ就労した後も、就労定着支援事業所や就労先の事業所と連携を図りながら、
職場定着のための切れ目のない支援を実施します。 

 工賃向上等の支援 就労支援を行う障害者通所施設の経営や運営に詳しい専門家を
派遣し、収益性の高い事業の実施・改善を提案するなど、工賃向上に結び付く事業
を展開できるよう支援します。また、区の発注により工賃向上が図れるよう、障害
者通所施設等の物品や労務の提供に関する情報を収集し、区の各部署へ提供すると
ともに、共同受注注)における区の体制を整備し、受注量の拡大を図ります。 

�

�

【評価指標と目標値】�

指標� 指標の説明又は出典�
現状値�

�令和元年度��
令和�
５年度�

令和�
８年度�

令和�
�� 年度�

障害者就労支援センタ

ー登録者の新規就職率

（％）�

年間新規就職者数／

就職希望者数�登録者

数－就職活動未実施者

数�×���・障害福祉課�

����� ����� ����� �����

障害者就労支援センタ

ー登録者の就職定着率

（％）�

就労継続者数�１年間同

一職場�／新規就職者

数�１年前�×���・障害

福祉課�

����� ����� ����� �����

 
注) 顧客（発注者）から依頼された仕事を複数の障害者施設が共同で受けること。仕事を受けたそれぞ
れの施設は、作業を分担・分割して進め、最終的に成果物をまとめて顧客（発注者）に納入する。 
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施策�
 

施策３� 児童発達支援�
発達が心配される児童一人一人の発達を支援します�
�

【施策の方向性】�

 支援体制の構築� 軽度から重度まで発達に課題のある児童が身近な相談機関を経て、
早期に専門的な支援を受けられるよう、療育機関と子ども総合センター、保育園、
幼稚園、学校が連携し、適切な支援につながる体制を構築します。�

 保育所等訪問支援の促進� 保育所等訪問支援を促進するため、実施事業所の拡大や、
療育について専門的な知識と経験を有する人材の育成を図ります。�

 居宅訪問型の児童発達支援� 重度の障害等のために外出が困難な児童など、発達支
援への多様なニーズに対応するため、子ども発達センターを中心に、居宅訪問型の
児童発達支援に取り組みます。�

�

�

【評価指標と目標値】�

指標� 指標の説明又は出典�
現状値�

�令和元年度��
令和�
５年度�

令和�
８年度�

令和�
�� 年度�

障害児通所支援受給児

童数（人）�
障害福祉課� ���� ���� ���� ����
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施策�
 

施策３� 児童発達支援�
発達が心配される児童一人一人の発達を支援します�
�

【施策の方向性】�

 支援体制の構築� 軽度から重度まで発達に課題のある児童が身近な相談機関を経て、
早期に専門的な支援を受けられるよう、療育機関と子ども総合センター、保育園、
幼稚園、学校が連携し、適切な支援につながる体制を構築します。�

 保育所等訪問支援の促進� 保育所等訪問支援を促進するため、実施事業所の拡大や、
療育について専門的な知識と経験を有する人材の育成を図ります。�

 居宅訪問型の児童発達支援� 重度の障害等のために外出が困難な児童など、発達支
援への多様なニーズに対応するため、子ども発達センターを中心に、居宅訪問型の
児童発達支援に取り組みます。�

�

�

【評価指標と目標値】�

指標� 指標の説明又は出典�
現状値�

�令和元年度��
令和�
５年度�

令和�
８年度�

令和�
�� 年度�

障害児通所支援受給児

童数（人）�
障害福祉課� ���� ���� ���� ����
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